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2011年度
大阪府予算
（案）

大和川線など大型開発推進、カジノイベントなど予算計上
中小企業融資削減、私学助成改悪など府民生活圧迫

　

大
阪
府
の
２
０
１
１
年
度
予
算
が
発
表
さ
れ
ま
し
た
。
橋
下
知
事
の
今
期
の
最
終
予
算

で
あ
り
、
統
一
地
方
選
挙
を
目
前
に
控
え
、「
財
政
構
造
改
革
プ
ラ
ン
」
の
具
体
化
と
し

て
示
さ
れ
た
も
の
で
す
。
知
事
の
重
点
事
業
と
し
て
私
立
高
校
の
授
業
料
無
償
化
拡
大
や

公
立
中
学
校
の
給
食
実
施
の
た
め
の
補
助
な
ど
が
打
ち
出
さ
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
中

小
企
業
向
け
の
制
度
融
資
の
縮
小
や
学
校
間
格
差
が
広
が
る
私
学
助
成
制
度
の
改
悪
な
ど

も
示
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
府
職
労
や
健
康
福
祉
支
部
が
こ
れ
ま
で
長
年
に
わ
た
っ
て

要
求
し
て
い
た
児
童
虐
待
防
止
の
た
め
の
予
算
の
拡
充
や
一
時
保
護
所
の
増
設
の
要
求
が

実
現
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。
具
体
的
に
は
子
ど
も
家
庭
セ
ン
タ
ー
の
虐
待
対
応
体
制

の
強
化
や
一
時
保
護
所
設
置
に
向
け
た
調
査
費
の
計
上
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

予
算
規
模
は
一
般
会
計
３
兆
２
４
１
７
億
円
、
特
別
会
計
１
兆
３
３
６
億
円
で
計
４
兆

２
７
５
４
億
円
で
す
。

　

一
般
会
計
の
歳
入
に
つ
い
て

は
表
１
の
と
お
り
で
す
。
収
入

に
つ
い
て
は
府
税
収
入
見
込
み

が
１
兆
５
７
４
億
円
で
８
％
、

７
８
６
億
円
の
増
額
が
見
込
ま

れ
て
い
ま
す
。
う
ち
、
法
人
２

税
２
７
３
６
億
円
で
33
・
４

％
、
６
８
５
億
円
と
大
幅
増
と

な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
地
方

交
付
税
に
つ
い
て
は
表
２
の
と

お
り
の
推
移
と
な
っ
て
い
ま

す
。
特
徴
は
昨
年
度
当
初
に
比

べ
て
50
億
円
の
増
と
な
っ
て
い

ま
す
。
こ
れ
は
社
会
保
障
関
係

経
費
な
ど
財
政
需
要
の
増
加
が

見
込
ま
れ
る
た
め
と
し
て
い
ま

す
。
ま
た
臨
時
財
政
特
例
債
を

加
算
し
た
額
で
は
３
５
０
億
円

の
減
額
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ

れ
は
税
収
減
に
伴
う
財
政
不
足

額
の
減
少
に
よ
り
、
臨
時
財
政

特
例
債
が
４
０
０
億
円
減
額
と

な
っ
た
こ
と
に
よ
る
も
の
で

す
。
府
債
に
つ
い
て
は
臨
時
財

政
特
例
債
も
含
め
て
約
３
８
２

０
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
通

常
債
に
つ
い
て
は
８
７
０
億
円

で
20
億
円
の
減
額
と
な
っ
て
い

ま
す
。
そ
の
他
の
収
入
で
は
貸

付
金
元
利
収
入
が
８
５
４
億
円

の
減
に
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
中
小
企
業
へ
の
融
資
制
度
の

縮
減
に
伴
う
も
の
で
す
。

　

財
源
対
策
と
し
て
は
５
４
５

億
円
と
し
て
い
ま
す
が
、
こ
れ

は
社
会
保
障
経
費
の
大
幅
な
増

加
や
警
察
・
教
員
の
増
員
な
ど

に
よ
る
人
件
費
の
増
加
、
減
債

基
金
へ
の
積
み
立
て
増
な
ど
に

よ
る
も
の
で
す
。
こ
れ
に
財
政

調
整
基
金
４
６
５
億
円
と
行
革

推
進
債
80
億
円
を
あ
て
て
い
ま

す
。
財
政
調
整
基
金
の
積
み
立

て
・
取
り
崩
し
に
つ
い
て
は
図

１
の
と
お
り
で
す
。
こ
の
こ
と

か
ら
税
収
の
増
と
職
員
・
教
職

員
の
人
件
費
を
削
減
し
た
効
果

の
ほ
と
ん
ど
は
積
立
金
へ
と
置

き
換
わ
っ
た
と
い
え
ま
す
。

　

歳
出
の
特
徴
で
は
性
質
別
内

訳
は
表
３
の
と
お
り
で
す
が
、

減
額
の
大
き
い
も
の
と
し
て
は

公
債
費
が
50
億
円
の
減
、
貸
付

金
が
８
８
９
億
円
の
減
と
な
っ

て
い
ま
す
。
こ
れ
は
中
小
企
業

へ
の
融
資
制
度
に
お
い
て
、
金

融
機
関
へ
の
預
託
を
廃
止
し
、

金
利
も
金
融
機
関
の
所
定
金
利

と
す
る
な
ど
の
改
悪
を
実
施
す

る
こ
と
と
し
た
た
め
で
す
。
こ

の
こ
と
に
よ
り
、
大
阪
の
中
小

企
業
は
大
き
な
ダ
メ
ー
ジ
を
受

け
る
こ
と
は
否
め
ま
せ
ん
。
目

的
別
内
訳
や
部
局
別
内
訳
で
の

特
徴
は
商
工
労
働
に
関
す
る
も

の
、
住
宅
ま
ち
づ
く
り
に
関
す

る
も
の
が
実
質
減
額
に
な
っ
て

い
ま
す
。
こ
れ
は
融
資
制
度
な

ど
が
大
き
く
響
い
て
い
ま
す
。

　

改
革
工
程
表
で
収
入
不
足
額

に
対
す
る
取
り
組
み
に
つ
い
て

は
表
４
の
と
お
り
で
す
。

　

知
事
の
重
点
事
業
と
し
て
国

際
ツ
ー
リ
ズ
ム
と
し
て
海
外
の

富
裕
層
を
対
象
に
し
た
「
国
際

医
療
観
光
拡
充
事
業
」
を
打
ち

出
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
カ
ジ

ノ
や
ホ
テ
ル
な
ど
が
一
体
と
な

っ
た
「
統
合
型
リ
ゾ
ー
ト
」
に

向
け
た
調
査
研
究
、「
模
擬
カ

ジ
ノ
イ
ベ
ン
ト
」
実
施
な
ど
の

予
算
を
計
上
し
て
い
ま
す
。
さ

ら
に
、
安
威
川
ダ
ム
に
つ
い
て

は
「
事
業
継
続
」
と
し
、
57
億

円
を
計
上
し
、
大
阪
都
市
再
生

環
状
道
路
の
大
和
川
線
も
整
備

費
２
５
３
億
円
も
盛
り
込
ん
で

い
ま
す
。

　

し
か
し
、
一
方
で
は
千
里
救

命
救
急
セ
ン
タ
ー
の
補
助
金

（
３
億
５
千
万
円
）、
小
学
校

警
備
員
配
置
の
た
め
の
市
町
村

へ
の
安
全
対
策
交
付
金
（
５
億

円
）
が
廃
止
と
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
れ
ま
で
、
府
職
労
や
健
康

福
祉
支
部
が
長
年
要
求
し
続
け

て
き
た
、
児
童
虐
待
対
策
の
た

め
に
児
童
福
祉
司
な
ど
の
専
門

職
を
21
人
増
員
す
る
こ
と
や
、

一
時
保
護
所
の
新
設
に
向
け
た

事
前
調
査
費
が
計
上
さ
れ
ま
し

た
。
さ
ら
に
、
公
立
中
学
校
の

学
校
給
食
実
施
の
た
め
の
費
用

や
私
学
の
無
償
化
拡
大
の
た
め

の
費
用
が
措
置
さ
れ
ま
し
た

が
、
そ
の
財
源
確
保
の
た
め
に

私
学
の
経
常
費
助
成
削
減
が
強

化
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
こ
と

に
よ
り
、
学
校
間
の
競
争
が
あ

お
ら
れ
私
学
経
営
は
危
機
的
な

状
況
に
な
る
可
能
性
が
あ
り
ま

す
。

　

関
西
広
域
連
合
負
担
金
が
４

億
７
３
８
７
億
円
が
関
西
広
域

で
の
「
集
権
」
と
し
て
位
置
づ

け
ら
れ
、
計
上
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
こ
れ
は
二
重
行
政
と
し
て

の
負
担
に
近
い
も
の
で
は
な
い

で
し
ょ
う
か
。

表４　計画期間
◆平成23年度から平成25年度までの３年間を計画期間と設定

改革効果額・収支不足額に対する平成23年度の取組み
◆自らの改革による取組み （単位：億円、一般財源ベース）

財政構造改革プラン（案）の計画期間（23～25年度） 23年度
予　算主な取組内容 （23年度）（24年度）（25年度）

歳入歳出の取組み 330 330 330 351
１．構造改革 125 175 185 146
（１）歳出改革 歳出改革
①個別検討事業、主要分析事業

75 110 110 88②出資法人
③公の施設
（２）歳入の確保 歳入確保
①府有財産の売却の上積み

50 65 75 58②基金の活用
③債権管理の強化対策　ほか

２．予算編成における取組みなど 予算編成の取組み
①予算編成における取組み　など 205 155 145 205

人件費 人件費
①給与のカット 270 270 270 270

合　　　計 600 600 600 621

表１　歳　入 単位：百万円、％
区　　　分 22年度当初 構成比 23年度当初 構成比 増減額 前年度比

府　　　　　　　税 978,828 30.0 1,057,441 32.6 78,613 108.0
〔地方法人特別譲与税込み〕〔1,056,283〕 〔1,164,553〕 〔108,270〕 〔110.3〕
（実質収入ベース） （811,664） （911,518） （99,854） （112.3）
法 人 二 税 205,120 6.3 273,604 8.4 68,484 133.4
〔地方法人特別譲与税込み〕 〔282,575〕 〔380,716〕 〔98,141〕 〔134.7〕
個 人 府 民 税 303,529 9.3 297,556 9.2 ▲5,973 98.0
地 方 消 費 税 255,930 7.9 271,704 8.4 15,774 106.2
そ の 他 の 税 214,249 6.6 214,577 6.6 328 100.2

地 方 消費税清算金 168,309 5.2 174,311 5.4 6,002 103.6
地 方 譲 与 税 81,616 2.5 111,215 3.4 29,599 136.3
地 方 特 例 交 付 金 13,000 0.4 10,000 0.3 ▲3,000 76.9
地 方 交 付 税 290,000 8.9 295,000 9.1 5,000 101.7
国 庫 支 出 金 239,456 7.3 231,605 7.1 ▲7,851 96.7
府 債 466,073 14.3 382,035 11.8 ▲84,038 82.0

う ち 通 常 債 89,073 2.7 87,035 2.7 ▲2,038 97.7
うち行革推進債等 7,000 0.2 8,000 0.2 1,000 114.3
うち減収補てん債 50,000 1.5 7,000 0.2 ▲43,000 14.0
うち臨時財政対策債 320,000 9.8 280,000 8.6 ▲40,000 87.5

そ の 他 1,681,155 51.6 980,133 30.2 ▲701,022 58.3
貸付金元利収入 739,739 22.7 654,313 20.2 ▲85,426 88.5
財 政 調 整 基 金 35,588 1.1 46,484 1.4 10,896 130.6
基金特例処分金 658,803 20.2 0 0.0 ▲658,803 皆減
そ の 他 247,025 7.6 279,336 8.6 32,311 113.1

歳 入 合 計 3,918,437 120.2 3,241,740 100.0 ▲676,697 82.7
〔実質歳入規模※〕 〔3,259,634〕[100.0] 〔▲17,894〕 [99.5]

財 源 対 策 除 く 〔3,217,046〕 [98.7] 3,187,256 98.3 〔▲29,790〕 [99.1]
※ 〔実質歳入規模〕は、平成22年度特有の「基金特例処分金」を除いた額。
※22年度の構成比は、基金特例処分金を除く実質歳入規模を基準にしている。

表２　地方交付税の推移 単位：億円

15決算 16決算 17決算 18決算 19決算 20決算 21決算
22年度

23当初
当初 最終

地方交付税 3,068 2,832 2,790 2,463 1,789 1,798 2,912 2,900 2,992 2,950 
（4,525）（3,871）（3,592）（3,185）（2,443）（2,593）（4,519）（6,100）（6,218）（5,750）

※ （　　）内は、臨時財政対策債を加算した額

表３　歳　出
（１）性質別内訳 単位：百万円、％

区　　　分 22年度当初 構成比 23年度当初 構成比 増減額 前年度比
義 務 的 経 費 1,196,186 36.7 1,196,738 36.9 552 100.0

人 件 費 845,711 26.0 850,113 26.2 4,402 100.5
扶 助 費 58,995 1.8 60,153 1.9 1,158 102.0
公 債 費 291,480 9.0 286,472 8.8 ▲5,008 98.3

税 関 連 歳 出 422,300 13.0 436,689 13.5 14,389 103.4
建 設 事 業 費 214,789 6.6 225,085 6.9 10,296 104.8

国 庫 補 助 143,384 4.4 149,776 4.6 6,392 104.5
単 独 71,405 2.2 75,309 2.3 3,904 105.5

一 般 施 策 経 費 1,422,259 43.7 1,383,228 42.7 ▲39,031 97.3
貸 付 金 749,272 23.0 660,305 20.4 ▲88,967 88.1
補 助 金 等 501,342 15.4 523,558 16.2 22,216 104.4
積 立 金 35,311 1.1 49,790 1.5 14,479 141.0
そ の 他 136,334 4.2 149,575 4.6 13,241 109.7

基 金 償 還 金 662,903 20.4 0 0.0 ▲662,903 皆減
歳 出 合 計 3,918,437 120.4 3,241,740 100.0 ▲676,697 82.7
〔実質歳出規模※〕 〔3,255,534〕 [100.0] 〔▲13,794〕 [99.6]

うち一般歳出 2,506,443 77.0 2,468,789 76.2 ▲37,654 98.5
※ 〔実質歳出規模〕は、22年度特有の「基金償還金」を除いた額。
※22年度の構成比は、基金償還金を除く実質歳出規模を基準にしている。

図１　財政調整基金の積立て・取崩しについて

一時保護所増設や児童虐待関連予算は、府職労の長年の要求実る一時保護所増設や児童虐待関連予算は、府職労の長年の要求実る


